
金 額 金 額

21,464 11,427

2,102 748

368 2,301

9,758 4,629

6 118

707 640

913 455

7,507 2,108

62 308

37 107

8

9,153 4,687

4,618 783

712 3,430

487 17

76 284

3,325 171

16

395

394

1 16,115

4,139

1,727 12,224

360 4,500

1,058 260

815 260

204 7,464

△ 27 382

7,082

7,082

2,278

500

1,778

14,503

30,618 30,618

投 資 そ の 他 の 資 産

負 債 合 計

（純資産の部）

そ の 他

未 成 工 事 支 出 金

土 地

固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

親 会 社 預 け 金 未 成 工 事 受 入 金

固 定 負 債

工 具 器 具 ・ 備 品

未 収 入 金

建 物 ・ 構 築 物

そ の 他 工 事 補 償 引 当 金

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

負 債 ・ 純 資 産 合 計

資 産 除 去 債 務

退 職 給 付 引 当 金

純 資 産 合 計

役員退職慰労引当金

前 払 年 金 費 用

そ の 他

（令和2年3月31日現在）

流 動 資 産 流 動 負 債

科 目

預 り 金

科 目

（資産の部）

不動産事業等未収入金

材 料 貯 蔵 品

（負債の部）

（単位：百万円）

貸 借 対 照 表

工 事 未 払 金

未 払 費 用

未 払 金

支 払 手 形

電 子 記 録 債 務

現 金 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

そ の 他

資 本 金

長 期 保 証 金

そ の 他

未 払 法 人 税 等

再評価に係る繰延税金負債

機 械 ・ 運 搬 具

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

投 資 有 価 証 券

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

利 益 準 備 金貸 倒 引 当 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金



損  益  計  算  書

36,568

184 36,753

32,677

149 32,826

完 成 工 事 総 利 益 3,891

不 動 産 事 業 等 売 上 総 利 益 35 3,926

2,754

1,171

56

25 82

1,254

51 51

34 34

1,271

457

△ 198 258

1,012当 期 純 利 益

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

特 別 利 益

法 人 税 等 調 整 額

災 害 に よ る 損 失

受 取 保 険 金

特 別 損 失

売 上 原 価

不 動 産 事 業 等 売 上 高

受 取 利 息 配 当 金

営 業 外 収 益

そ の 他

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 総 利 益

営 業 利 益

令和2年3月31日まで）（平成31年4月1日から

　　　　　（単位：百万円）

金 額

不 動 産 事 業 等 売 上 原 価

完 成 工 事 原 価

科 目

完 成 工 事 高

売 上 高



個別注記表個別注記表個別注記表個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 ……………………… 償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの ……………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ……………………… 移動平均法による原価法

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

未成工事支出金 ……………………… 個別法による原価法

材料貯蔵品 ……………………… 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法）によっている。

（２） 無形固定資産

定額法

（３） 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

３．引当金の計上基準

（１）  貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。

（２） 工事補償引当金

完成工事及び売上不動産（分譲住宅のみ）の瑕疵担保・アフターサービス等の費用に備えるため、当期完成工事高及び

不動産事業等売上高（分譲住宅のみ）に対して、過去の実績率を基礎に将来の支出見込額を計上している。

（３） 工事損失引当金

期末における受注繰越工事のうち将来損失発生が見込まれ、その損失額を合理的に見積ることができる場合に、その損失

見積額を計上している。なお、当事業年度末においては該当がないため計上していない。

（４）　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。

数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に全額費用処理している。

（５） 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

４．収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事については

工事完成基準を適用している。なお、工事進行基準を適用する工事の当期末における進捗度の見積りは、原価比例法に

よっている。



５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

６．連結納税制度の適用

大成建設株式会社を連結納税親法人として、連結納税制度を適用している。

７．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ

通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度

への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効

果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税

金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいている。

Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産

「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」等の定めに従い供託している資産は次のとおりである。
百万円

長 期 保 証 金 390

２．有形固定資産の減価償却累計額
百万円

建 物 ・ 構 築 物 1,761

機 械 ・ 運 搬 具 2,790

工 具 器 具 ・ 備 品 568

計 5,120

３．保証債務
百万円

受注先の住宅金融支援機構からの借入及び
都市再生機構譲渡代金支払債務に対する保証 27

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分掲記分を除く）
百万円

短期金銭債権 2,512

短期金銭債務 324

５．土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号　最終改正平成17年７月26日）に基づき、事業用土地の

再評価を行い、再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、再評価差額から税

金相当額を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上している。

再評価の方法 ……………………… 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日

公布政令第119号）第２条第３号に定める固定資産税評価

額、同条４号に定める路線価に基づいて合理的な調整を

行い算出している。

再評価を行った年月日 ……………………… 平成14年３月31日

再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 △71 百万円



Ⅲ．損益計算書に関する注記

１．工事進行基準による完成工事高 24,269 百万円

２．関係会社との取引高

営業取引による取引高 百万円

　　売上高 6,646

　　売上原価 13

営業取引以外の取引高 4

３．受取保険金及び災害による損失

災害による損失は、令和元年9月の台風15号により被害を受けた資産の滅失及び原状回復費用等であり、受取保険金は、

この被害に係る保険金である。

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記

１．当事業年度末日における発行済株式数

普通株式 70,356,789 株

２．配当に関する事項

（1）配当金支払額

Ⅴ．税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産発生の主な原因
百万円

工事補償引当金 28

未払賞与 176

退職給付引当金 1,049

その他 168

計 1,422

２．繰延税金負債発生の主な原因
百万円

前払年金費用 110

その他有価証券評価差額金 220

その他 32

計 363

繰延税金資産の純額 1,058

Ⅵ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

資金運用については短期的な預金等に限定している。

受取手形、完成工事未収入金及び不動産事業等未収入金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を

図っている。また、投資有価証券は全て株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っている。

決　　　議 配当の原資

配当金の

総 　　額

（百万円）

１株当たり

配 当 額

（円）

効力発生日

令和元年6月25日

定時株主総会
利益剰余金 200 2円84銭 令和元年7月31日



２．金融商品の時価等に関する事項

令和2年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりとなっている。
（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

現金預金 2,102 2,102 ―

受取手形、完成工事未収入金
及び不動産事業等未収入金

親会社預け金 7,507 7,507 ―

投資有価証券 1,720 1,720 ―

資産計 21,463 21,463 ―

支払手形 748 748 ―

電子記録債務 2,301 2,301 ―

工事未払金 4,629 4,629 ―

未払金 118 118 ―

預り金 308 308 ―

負債計 8,107 8,107 ―

（1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

現金預金、受取手形、完成工事未収入金、不動産事業等未収入金及び親会社預け金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額となっている。

投資有価証券
株式の時価は、取引所の価格によっている。

支払手形、電子記録債務、工事未払金及び未払金、並びに預り金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額となっている。

（2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

貸借対照表計上額

非上場株式 7

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、投資有価証券には含めてい

ない。

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

１株当たりの純資産額 206円14銭

１株当たりの当期純利益 14円39銭

Ⅷ．その他の注記

１．資産除去債務に関する注記

（1）当該資産除去債務の概要

千葉工場の場外ストックヤード用敷地について不動産賃貸借契約を締結しており、賃貸期間終了時に原状回復する義

務を有しているため、資産除去債務を計上している。

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法

資産除去債務の見積りにあたり、使用見込期間は取得日より4年から8年、割引率は0.05%から0.92%を採用している。

（3）当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
百万円

期首残高 283

有形固定資産取得に伴う増加額 ―

時の経過による調整額 0

資産除去債務の履行による減少額 ―

期末残高 284

10,132 10,132 ―

区　分


